
次世代育成支援対策推進法に基づく 

社会福祉法人東京福祉会 行動計画 

 

職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環

境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 

２０２５年４月１日～２０２７年３月３１日 

２．内容 

 

〈目標①〉 

全職員及び嘱託員等が年次有給休暇を年間１０日以上取得できるよ

うにするただし、年次有給休暇付与日数が１０日以下の職員及び嘱託

員等については付与日数の半数以上取得できるようにする。なお、正

規職員のリフレッシュ休暇３日については全て取得できるようにす

る。加えて毎月、職員の一斉退社日を設ける。 

〈対策①〉 

●２０２５年４月１日～ 

四半期ごとに年次有給休暇の取得状況および超過勤務時間数を確認

し、年次有給休暇取得数の少ない職員や超過勤務が多い職員を所属長

に報告し、改善を促す。 

 

〈目標②〉 

計画期間内に、育児休業対象男性社員の取得率を３０％以上 

〈対策②〉 

 ●２０２５年４月１日～ 

  育児休業に関する規定の整備、労働者の育児休業中における待遇及

び育児休業後の労働条件に関する事項についての周知を行う 


